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「わが国の文化芸術をすべての人々のために、 

世界の文化の発展のために」 
 
～ 2020 年 東京オリンピック・パラリンピック開催に向け、 

文化芸術基盤の飛躍的な充実を ～ 
 

 

公明党のリードによって実現した 2001 年の文化芸術振興基本法の制定から

10 数年が経過し、2012 年第 180 回国会では、「劇場、音楽堂等の活性化に関す

る法律」（劇場法）が制定され、劇場等と実演芸術の振興を目指す法的基盤が

整備された他、2012 年 9 月、国会の歴史上初めて「文化芸術政策を充実し、国

の基本政策に据える」ことを求める請願が採択された。 

 

このように、文化芸術の振興に関する国民の声が高まる中、2013 年 9 月には

2020 年の東京オリンピック・パラリンピック（東京五輪）開催が決定した。こ

の東京五輪開催を、日本各地の多様、多彩な文化力の顕在化と活性化、その基

盤を計画的に強化する契機として捉え、国会請願に求めた国民の意思を実現し、

文化芸術活動の継承と創造、享受のサイクルが豊かに発展することを通じて、

世界の文化発展に貢献することを目指す。 

 

そして、日本文化を世界中に伝えていくためには単に発信力を強化するだけ

では足りず、国内の豊かな文化芸術が持続的に発展することが重要であり、そ

れを支える文化芸術の基盤も着実に整備しなければならない。 

 

そこで、公明党文化芸術振興会議として、文化芸術立国を目指し、文化芸術

団体等からの要望もふまえ、実演芸術の振興政策の充実、芸術活動の基盤形成

のための事業の充実、文化芸術の外交、観光等への活用や「文化の価値」を中

心にすえた主導性を発揮する体制の確立等に係る施策の方向性について、以下

の通り、提言として取りまとめたところである。 

 

政府におかれては、本提言を踏まえ、我が国における文化芸術の一層の振興

のため、必要な施策を講ぜられるよう要望するものである。 
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（１）実演芸術の振興政策の飛躍的な充実を  

－ メディア芸術・映画、美術、生活文化にも固有の政策形成を － 
 

 

日本には世界との交流を通して創造され、伝承され、今に生きる実演芸術

が多様、多彩に存在している。雅楽、能楽、歌舞伎、文楽、日本舞踊、浄瑠

璃、長唄、箏曲、落語、講談など近世までに形成されたもの、西洋から取り

入れられたオーケストラ、オペラ、バレエ、ダンス、演劇、日本の歌謡、ポ

ップスなど明治期以降に新たに形成された実演芸術、さらに全国各地の祭り

と民俗芸能などが重層的に発展してきた。 

このように多様かつ重層的に実演芸術が生きている国は世界的にも稀であ

り、その文化的な水脈は、担い手の地道な活動によって維持され、日本のこ

れまでの社会、経済の発展を支えてきたものである。これらの豊かな実演芸

術をさらに発展させるためには、実演芸術活動の充実や後継者育成も踏まえ

た鑑賞、体験機会の充実、さらに観光に活用するなど社会的に発展させるこ

とが必要である。 

 

◇全国での多様、多彩な実演芸術活動に対する育成・支援の推進を 

 

これまでのトップレベルの舞台芸術創造事業、劇場、音楽堂等の活性化事

業をさらに内容と助成方法を充実し、全国の基幹となる実演芸術の振興のた

めの施策軸とする。加えて、全国での多様、多彩な実演芸術を育成すために

は、以下の助成を行い、専門家の芸術団体、劇場等への配置を促す仕組みも

対象経費に盛り込むなど、新たな助成政策に位置づける。 

 

 ①多様、多彩な芸術団体の基幹的、恒常的な創造活動を助成 

 ②多様、多彩な劇場、音楽堂等の基幹的、恒常的な創造活動を助成 

 ③芸術団体と劇場等の共同制作、巡回、本拠地契約、レジデントの促進助成 

  

なお、文化芸術のそれぞれの分野は、その成立経過、経済的な構造、人材

基盤が異なっている。文化芸術政策の飛躍的な充実のためには実演芸術の社

会的な役割、意義、成立のあり方に着目して、実演芸術の固有の振興策を打

ち出し、全国的に豊かな芸術の基盤を形成することが必要である。この考え

方は、メディア芸術・映画、美術、生活文化についてもより効果的な政策形

成に寄与するものと考える。 
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◇日本固有の実演芸術作品の創作を促進する助成制度の創設 

 

オペラ｢夕鶴｣が国際的に高い評価を受けているように、オーケストラ、オ

ペラ、バレエなどの実演芸術分野をはじめ、多様な分野において、日本の文

化、歴史を背景とした新たな作品（たとえば「かぐや姫」など）を創作し、 

国内外に日本の独自性を発信する取り組みに対し、助成制度を創設する。 

国内のみならず世界からの新たな注目を集めることにもつながり、世界の

文化発展に貢献することにもつながる。 

このような観点から、オリンピック・パラリンピックに向けて公演助成だ

けでなく新たな創作を促す助成制度とする。 

 

◇日本版マイスター「最優秀職人（仮称）」称号の創設 

 

わが国における伝統文化芸術分野には「重要無形文化財」を体現するいわ

ゆる「人間国宝」の制度があるが、一方で、料理、製菓、理美容など生活文

化の幅広い分野において、高度の技術を持つ最優秀の職人に授与する「最優

秀職人（仮称）」称号制度を創設し、若手をふくめて国籍を問わず広く人材を

育成するとともに文化芸術の振興を図るべきである。 

 

◇子どもの実演芸術の鑑賞・体験機会の充実を 

 

  文化庁が実施する「文化芸術による子どもの育成事業」により子どもたち

に質の高い公演・ワークショップ等を鑑賞・体験する機会が市町村、学校、

劇場等の単位で提供されているが、子どもたちが少なくとも年１回、芸術鑑

賞・体験の機会をつくることを目標にすえ、2020 年までに実現する政策形成

に向けた研究を開始すべきである。 

すなわち、劇場法に基づく「劇場、音楽堂等の事業の活性化の取組に関す

る指針」の「学校教育において，実演芸術を鑑賞し，又はこれに参加するこ

とができるよう、これらの機会の提供その他の必要な施策を講ずること。」を

ふまえ、教育機関、劇場等と実演芸術団体との意見交換の場を設けるなど新

たな取り組みを行い、効果的な政策開発に取り組むことが重要である。 

  また、次代を担う子どもたちが親とともに，民俗芸能，工芸技術，邦楽，

日本舞踊，華道，茶道などの伝統文化・生活文化に関する活動を計画的・継

続的に体験・修得できる機会を提供する「伝統文化親子教室」(26 年度 9000

教室)を１校に１か所程度まで早急に拡充し，伝統文化・生活文化の継承・
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発展と，子どもたちの豊かな人間性の涵養（かんよう）を図ること。 

  さらに、こうした鑑賞・体験などを通じて触発され、子どもたち自身が実

演芸術を開始する場合には、その立ち上げ段階を含めて、活動に対して支援

を行えるようするべきである。 

 

◇専門助成機関である日本芸術文化振興会基金部の機能を強化し、分野ごとの

助成方式の開発および予算の充実を 

 

助成機関への専門家の配置と助成のあり方を見直し、2015 年までに新たな

方向性を打ち出す。 

  実演芸術の振興のため、分野ごとの助成方式を開発し、予算拡充と運用す

る体制の強化を 2020 年までに実現する。 

 
 
 

（２）芸術活動の基盤形成のための事業の充実を 
 

 

これまでの文化芸術施策、とりわけ実演芸術の振興は、公演活動などの支

援が中心であった。人々に芸術享受の場をつくり出しているのは、芸術団体

の活動であり、その持続的な活動基盤を強化することが質の高い豊かな創造

と享受につながる。 

そこで、芸術団体の自主的な活動の促進のための人材確保と育成、情報収

集、経営基盤強化などの長期的な芸術活動の基盤強化への支援を新たに充実

する。 

例えば、①芸術活動のデータベースと情報ネットワーク構築、文化芸術に

関する統計資料の整備、②芸術の統括団体等が行う人材育成事業、③国際会

議、国際フェアなどの開催と参加、招聘などの人的交流、④芸術分野ごとの

活動高度化のための調査研究と実践、⑤著作権思想の普及など、芸術団体の

活動に有益な情報をもたらすもの、等が挙げられる。 

これらの基盤活動強化への支援は、これまで個別事例ごとに判断されて一

定程度行われていたが、今後は一つの主要な事業項目として、基盤整備を支

援する。 

 

◇実演芸術の人材育成・確保の基盤を形成する「実演芸術連携交流センター(仮

称)」の創設および拠点の形成 
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これまでの新進芸術家の海外派遣研修だけでなく、国内インターンシップ、

さらに海外からの日本の文化芸術、実演芸術理解のための研修員受入制度な

ど、劇場や芸術団体のプロデューサーなどアーツマネジメントスタッフの育

成を目的とした研修制度を創設する。 

この内外の研修員の交流が国内での劇場、芸術団体等の専門人材確保、創

造活性化、海外との交流カンターパートづくりに貢献し、東京五輪の具体的

な文化プログラムの基盤整備にも寄与するものと期待される。 

 加えて、世界に向けた日本の実演芸術発信のための基盤と国際的なネット

ワークの形成に中心的な機能を果たすとともに、専門人材の世界的な交流の

“ハブ”の役割をも担う「実演芸術連携交流センター（仮称）」を創設し、

日本実演芸術の水準向上を目指す「拠点」を形成すべきである。 

なお、日本の多様・多彩な実演芸術の創造と享受の向上につながる豊か

な環境づくりに資する「拠点」を確立するために、同センターを中心に、主

に下記の事業を推進すべきであると考える。 

  

１．劇場、音楽堂等と芸術団体との連携・交流を促進する事業 

２．制作、技術、経営、実演など専門人材の能力向上のための実務研修、

交流機会の提供 

３．世界からの制作、技術、経営、実演など専門人材の能力向上のための

実務研修と日本文化の理解促進のための交流受け入れに関する事業 

４．研修・交流の仕組みの開発と構築 

 

◇「和の空間」の創設を 

   

東京には能楽、歌舞伎、日本舞踊、邦楽、落語など多様な伝統芸能が豊か

に存在している。その活動量は大きく京都など上方を凌いでいるが、現代の

大都市東京の陰に隠れている。 

この豊かな伝統芸能を顕在化させるために、2020 年までに「和の空間」と

して、全国、世界そして観光客に発信するセンターを設立する。これにより、

東京の実演芸術の活性化だけでなく、日本の伝統芸能を鑑賞、体験し、情報

を提供する拠点として東京五輪に向けて大きな役割を果たすと考える。 

 

◇学校教育にわが国の伝統文化、芸能に関する教育の確立を 

 

フランスのサルコジ前大統領が、国を守ることはまず自国の伝統文化を教

えることと位置付け、伝統文化教育に取り組んできたことは有名である。 

明治以降、わが国において伝統文化教育はないがしろにされてきた。その
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ため日本の伝統文化の伝承は危機に瀕している。この回復のため、小中学校

においては地域における伝統芸能、祭りなどの伝統文化を取り入れた教科の

設置、高等学校においては総合的な伝統文化に関する教科を設置し、わが国

における伝統文化教育の軸を確立することが急務である。 

 

◇国立劇場の人材養成、研修事業の充実を 

 

  国立劇場（三宅坂）建て替えの検討が開始された。これを契機として伝統

芸能から現代芸術までの国立劇場の人材養成、研修の充実を進める必要があ

る。とりわけ新国立劇場におけるオペラ、バレエ、演劇研修は 10 年余の蓄

積を経て少しずつ評価を高めてきているが、その研修基盤は非常に脆弱であ

る。独立行政法人の一律予算削減もあるが、能楽、歌舞伎、文楽、組踊等も

含め人材養成、研修分野への別枠の手厚い手当を行うべきである。 

 

◇著作権制度の充実とアジアを中心とする研究、普及を図る事業の拡大を 

 

わが国の文化芸術の世界的な展開を考えた場合、保護期間など制度の国際

的な調和、とりわけアジア地域の著作権制度の充実、著作権管理団体の能力

向上は不可欠である。国内にとどまらず世界的な視野での著作権の研究、普

及を図る事業を国家戦略として位置づける必要がある。 

この普及活動については、これまで著作権情報センター（CRIC）が、著作

権に関する調査研究、アジアにおける普及のための研修会開催、資料収集や

相談業務などを行い、著作権制度、思想の普及に積極的に努めてきた。しか

しながら、私的録音録画補償金制度の空洞化により支援（共通目的事業への

出資）が激減し、事業継続が危ぶまれている。この機能を強化し充実するた

めの支援が重要である。 

さらにより広い観点から見れば、著作権制度は、文化芸術の担い手に活動

資金を供給する重要な手段の一つである。私的録音録画補償金制度はその一

例であり、見直しが急務であるが、米国や欧州諸国のように著作権制度を国

家戦略と捉えて、取り組みを強化する時期に来たと考えられる。 

 

◇劇場、音楽堂等の施設改修や舞台機能の高度化に対する支援措置を 

 

  全国の多くの劇場、音楽堂等は建設から２０年から３０年が経過し、施

設・設備の老朽化が進んでおり、大規模改修が必要な時期となっている。ま
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た、バリアフリー化を進め、年齢や障害の有無等にかかわらず実演芸術を鑑

賞できる環境を整備することや、舞台機能の高度化により実演芸術の創造活

動に資することも重要である。 

しかしながら、劇場、音楽堂等の改修費用は設置者にとって大きな負担で

あり、費用を捻出できず休館や閉館に追い込まれる劇場、音楽堂等も出てき

ている。 

地域の文化拠点である劇場、音楽堂等が安全かつ快適な施設として維持さ

れるよう、施設改修や舞台機能の高度化に対する財政措置が急務である。 

 
 
 

（３）わが国の多様、多彩な文化芸術を外交、 

観光、国際交流に生かす政策の展開を 
 

 

わが国の多様、多彩な文化芸術について、世界の人々の理解を深めること

はわが国の評価を高め、国と国との深いつながりを築き、世界平和に貢献す

るものである。 

この関係は短期に築かれるものではなく、地道かつ長期的、持続的な活動

によって関係構築されるものであり、文化を媒介とすることが効果的である。

しかし媒介となる文化については、国内同様それぞれの国のなかでアニメ、

歌謡曲・ポップス、伝統芸能、美術、文学など、その享受層は、国ごと、地

域ごと、年齢ごとに多様である。このため文化を多元的かつ総合的に発信し

ていく必要がある。 

 

◇国際的な文化交流基盤の強化のために在外公館の文化的機能の強化を 

 

  世界各国の文化芸術関係者、芸術家だけでなくプロデューサー等の日本文

化理解を深めることは長期的な観点から国際文化交流の持続的な発展に大

きく貢献する。在外公館はその重要な拠点となり得るものである。 

例えば、プロデューサー等を日本へ招聘し、日本の文化関係者との交流を

つくりだし、日本の文化芸術への理解を深め、ネットワークを形成する。こ

の関係は、日本からの海外公演、各国からの来日公演等の恒常的な交流経路

づくり、かつ各国での日本文化理解者のオピニオンリーダーづくりに寄与す

ることにもつながり、広報文化外交の強化にもつながる。在外公館の文化的

な機能を強化するために以下の施策の実施が必要である。 
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① 日本文化理解のために在外公館は、外国のプロデューサーなどを選抜した

うえで、日本に招聘し、日本の芸術関係者とのネットワーク形成を進める。

この仕組みは文化庁と連携して構築する。（前出の仮称・実演芸術連携交流

センター事業との連携） 

② 文化芸術関係者の公演、交流のための訪問情報を在外公館に提供し、各国

で活用する仕組みを構築する。 

③ 外交官育成過程における、日本の伝統文化を理解するための教育等を充実

させる。 

 

◇文化芸術資源を観光に活用する事業と情報収集と提供 

 

  全国の観光最大のシェアを占めるのは東京と京都など古都であるが、それ

に次ぐのは日本独特の温泉地である。さらに地域に多様に存在する文化芸術

資源を観光面から着目し、例えば以下の多様な組み合わせを含め文化資源を

振興し、活用することは地域の魅力を高めていくことにも繋がる。 

 ・温泉と文化 

・自然と文化 

・有形文化財 

・祭りや民俗芸能 

・芸術フェスティバル 

・都市における劇場、エンターティンメント 

 

国は、このような地域の特徴となる文化芸術資源を掘り起こし、“光”を創

り出す研究開発と実現のため、文化庁は「地域発・文化芸術創造発信イニシ

アチブ」事業、創造都市事業で観光を例示しているが、文化庁と観光庁の連

携協定を具現化するため、明確に文化芸術資源を観光に活用することを明示

した支援策を構築する必要がある。 

 

◇伝統から現代、ライブもコンテンツも総合的な海外発信、芸術家、芸術団体

等の交流予算の充実を 

 

国際交流基金はアジアセンターを創設し、アジア地域への日本語教師派遣

を中心に日本文化理解を深める事業を進めている。日本からは文化庁事業と

して海外公演助成、フェア参加、文化交流使など予算が計上されているが、

その対象範囲は狭く、予算も限定されているのが現状である。 
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日本の多様で多彩な文化芸術を総合的にとらえ、発信、国際交流に積極的

に取り組む必要があり、予算や対象範囲の拡充を図るべきである。 

 

◇歴史的音源（ＳＰ版）アーカイブ事業の継続、完成を 

 

  2013 年度まで国立国会図書館において SP レコード音源約 5 万曲がデジタ

ル化して公開され、月間１万近い利用が進んでいる。しかし、これは全てで

はなく、現在では失われた古典芸能をはじめ、往時の名人が奏でる珠玉の音

源がまだ数多く存在している。残された約 5万曲のカタログ作成とデジタル

化は、わが国の伝統文化の継承と未来への発展の基盤となるものであり、そ

の事業の継続と完成を図るべきである。 

 

◇多様な文化芸術の海外発信、交流のためのノウハウ提供のワンストップサー

ビス 

 

上記施策を実現し、効果的かつ効率的な海外発信、交流を行うために、各

省庁等（文化庁、経済産業省、外務省・国際交流基金、観光庁、総務省等）

の日本文化の海外発信事業の情報やノウハウ提供などワンストップ化などを

進める必要がある。 

 

◇「日本遺産（仮称）」を認定 

 

わが国の文化・伝統をストーリーとして現す「日本遺産（仮称）」を認定し、

それを構成する遺産群を一体的に整備・活用する取組等を進め、魅力ある日

本文化の発信を強化する。 

 
 
 

（４）ＩＣＴの活用により、文化芸術へのアクセスを便利に 
 

 

◇公演情報を集めたポータルサイトで、アクセス環境を整備 

 

伝統芸能からJ-Popに至るまで幅広いジャンルの公演情報を一堂に集めた

ポータルサイトや複数言語対応のスマートフォン・アプリをつくり、国内だ

けでなく世界中の人がより簡単にアクセスできる環境を整備する。こうした

取り組みにより、世界中の人々の日本文化理解が深まり、日本訪問への意欲
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向上が期待できるなど、文化芸術を資源とした観光を推進する。 

なお、これらの芸術情報は、分野により単なる公演情報だけでなく、新譜、

テレビドラマ、アーティスト情報なども加え魅力、発信力を高めたものにす

ることが求められる。 

 

◇チケットレスでスマートに 

 

ＰＣやスマホ等の端末により、公演や展覧会等のチケットが購入できる

「電子チケット」を推進する。アプリ内でチケットをもぎることができるペ

ーパーレスチケットにより、いつでも海外からでも購入できるなどの利便性

の向上を図る必要がある。 

 

◇ビッグデータを活用し、ユーザー層のニーズを把握 

 

匿名化したビッグデータにより、公演・展示会等に関する来場者のニーズ

を把握し、サービスの向上や企画立案につなげるなど、質の向上を図る必要

がある。 

 

◇美術作品のデジタル化の国際連携を推進 

 

名画等のデジタル化により、通常の鑑賞では見られない細部にわたっての

拡大表示が可能となり、新しい芸術体験が期待されていることから、国際連

携の推進を図る必要がある。 

 
 
 

（５）障がい者の文化芸術推進のための基盤整備を 
 

 

近年、障がい者の芸術活動の中から、アール・ブリュット等、美術や実演

芸術の分野で、既存の価値観にとらわれない芸術性が見出され、国内外にお

いて高い評価を受ける事例が数多く出てきている。 

手法や評価にとらわれず独創性を持って表現されるこれらの作品や実演は、

人々の心にダイレクトに触れるとして既存の芸術の範囲に広がりや深まりを

持たせ得るという点で、文化芸術の発展に寄与することが大いに期待されて

いる。 

このことは文化芸術を享受する立場としてのみ認識されていた障がい者が、
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創造する立場としても認識されるのを助長するとともに、その障がい特性が

個性や強みとして捉えられるようにもなってきている。加えて、障がい者の

芸術作品や実演が見出されている背景には、その表現を守り、発信してきた

福祉・医療の支援者や家族という支え手の存在があり、わが国で培われてき

た優しさや高い精神性と創造力を国外に伝える要素ともなっている。 

このように、障がい者の芸術活動推進は、わが国の文化芸術の発展や国際

交流の推進、多様性を受け入れる心豊かな社会の形成に寄与するものである

ことから、障がい者の活躍が期待される文化芸術分野の開拓及び振興を目的

とした基盤整備が必要である。 

◇芸術活動の推進 

 

①地域の美術館および文化施設の美術館機能（障がい者による作品の調査、

評価、収集、保管、展示等）の整備・拡充に対する支援事業を創設すべき

である。 

②地域の美術館および文化施設に障がい者の活動拠点機能を付加するため

の支援事業を創設するなど、障がい者等が安心と希望をもって芸術活動に

取り組むことができる環境を地域社会に創出すべきである。 

③実演芸術分野において、障がい者が活躍できる領域の開拓・振興するとと

もに、全国規模や国際舞台へのアプローチの機会を創出すべきである。 

 

◇国際社会への情報発信 

 

障がい者の活躍が期待される芸術分野に関連する海外機関との連携事業

の実施など、積極的に国際社会へ情報発信する必要がある。 

 

◇評価・発信を行う人材の育成 

 

障がい者の芸術活動の評価を行う人材及び芸術活動を社会に繋げるファ

シリテーターを育成する必要がある。 

 

◇鑑賞のための環境づくり 

 

美術館、文化施設等のバリアフリー化や、多様な展示・公演手法の導入、

鑑賞支援プログラムの開発を推進する必要がある。 
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（６）文化の価値を中心に据えた国の主導性確立にむけて 

－ 省庁再編により「文化省」を － 
 

 

文化芸術創造立国、コンテンツ創造立国、クールジャパン戦略など文化芸

術に関わる政策の方向性が打ち出されている。 

これらの政策については、短期的なビジネスとしての文化産業の振興の観

点だけではなく、文化芸術の価値の創造を中心に据え、非営利芸術活動との

調和を図り、牽引する国の主導性が必要である。 

わが国における総合的かつ効果的な文化政策の立案・実施のために「文化

省」もしくは｢文化・スポーツ省｣を設置すべきである。 

 
 
 

（７）予算の充実と税制の充実について 
 

 

◇2020 年までに文化関連予算を国家予算の 0.5％に高めていくこと。 

  ※各国の文化予算比率（2012 年度文化庁調べ)      

日本 0.11%、韓国 0.87%、フランス 1.06%、ドイツ 0.39%、イギリス 0.20% 

 

◇文化活動への寄付文化の醸成を 

 

  文化芸術に関わる公益法人への寄付を促進するため、現在、税額控除に課

せられているPST要件を撤廃するなど寄付文化を醸成する施策を進める必要

がある。 

 

◇民間の劇場等への固定資産税の軽減／稽古舞台、衣裳、道具の相続税 

 

  現在、公益法人の所有する能楽堂など伝統芸能の公開施設の固定資産税の

軽減が臨時措置としてとられており、2015 年度は更新時期にあたることから、

恒久措置とすることが必要である。さらに文化産業の発展のため民間の劇場

等への軽減措置も進める必要がある。 
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◇鑑賞用チケットを非課税に 

 

文化芸術の恩恵をすべての人に及ぼしていくため、公演・展示会等のチケ

ットを非課税とすべきである。 

 

◇消費税について 

 

  芸術鑑賞、参加への行動は、低所得者層においては低く、経済的な負担が

大きな影響を与えている。2015年 10月から消費税10%が予定されているが、

芸術創造、鑑賞、参加に大きな影響を及ぼさないよう、検討すべきである。              

 

 （了） 


